
ダム事業の再評価説明資料
〔利賀ダム建設事業〕

令和2年７月
国土交通省北陸地方整備局
利賀ダム工事事務所



１ 庄川流域の概要

（１）流域及び氾濫域の概要 ・・・・・ 1
（２）主要な災害 ・・・・・ 2

２ 事業の概要

（１）治水計画の概要 ・・・・・ 4
（２）利賀ダム建設事業の基本計画（第２回）変更（案） ・・・・・ 5
（３）事業概要 ・・・・・ 14

３ 前回評価からの進捗状況 ・・・・・ 15
４ 事業の投資効果

（１）費用対効果分析 ・・・・・ 16
（２）氾濫シミュレーション結果 ・・・・・ 19
（３）貨幣換算できない人的被害等の算定（試行） ・・・・・ 20

５ 事業を巡る社会情勢等

（１）地域の開発状況 ・・・・・ 21
（２）地域の協力体制、関連事業との整合 ・・・・・ 22

６ 事業の必要性、進捗の見込み等 ・・・・・ 23
７ 対応方針（原案） ・・・・・ 25

目 次



１ 庄川流域の概要 (１）流域及び氾濫域の概要

庄川は、その源を岐阜県高山市の烏帽子岳と山中峠に発し、富山県西部を流下し日本海に注ぐ流域面積1,189km2、

幹川流路延長115kmの1級河川である。

氾濫区域となる下流部は庄川用水合口ダム付近を扇頂とする扇状地で、富山県内一の穀倉地帯である砺波平野お

よび射水平野、富山県第2の都市である高岡市街地を貫流する。

河床勾配は、上・中流部で約1/100、下流部で約1/200とわが国屈指の急流河川となっている。

しょうがわ えぼしだけ やまなかとうげ

しょうがわようすいごうぐち となみ

いみず

たかやま

たかおか

河床勾配は、上・中流部で約1/100、下流部で約1/200とわが国屈指の急
流河川となっている。 庄川

水 源 ： 烏帽子岳（標高1,625m ）、山中峠（標高1,375m）

流 域 面 積 ： 1189km2

幹 川 流 路 延 長 ： 115km

流 域 内 市 町 村 ： 7市1村

流 域 市 町 人 口 ： 約4.6万人

［富山県］ 高岡市、射水市、富山市、砺波市、南砺市

［岐阜県］ 郡上市、高山市、白川村

想 定 氾 濫 区 域 総 人 口 ： 約29.7万人

基準地点

主要地点

既設ダム

建設中ダム

流域界

想定氾濫区域

県境

市町村界

凡 例
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［庄川流域位置図］［流域図］ ［流域諸元］

［河床勾配］

［庄川流域航空写真］

［庄川流域断面図］（写真（上）A－A‘断面図）

A
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庄川流域は、梅雨、台風、冬期の降雪と年間を通じて降水量が豊富である。過去の庄川流域における洪水の多くは、
台風に起因するものが多くみうけられる。
庄川流域において発生した洪水は、昭和9年、34年、36年、50年、51年、58年、60年と頻繁に発生し、平成16年には
観測史上最高の水位を記録し、一部地域には避難勧告が発令された。

発生年月日 発生要因 流量 被害状況

昭和9年7月 梅雨前線 3,361m3/s（小牧推定）
浅井村(現射水市)にて堤防決壊
死者20名、負傷者240名、家屋流失94棟、民家破損5,418棟、家屋浸水4,009棟、
田畑冠水(田3,986ha、畑182ha)

昭和34年9月 台風15号 1,906m3/s(大門実績） 伊勢湾台風による洪水

昭和36年9月 台風18号 1,457 m3/s(大門実績） 第二室戸台風による洪水

昭和50年8月 台風6号 1,289 m3/s(大門実績） 家屋浸水13棟、農地宅地1ha浸水

昭和51年9月 台風17号 2,646 m3/s(大門実績） 加越能鉄道庄川橋梁落橋 家屋流失8棟、家屋浸水42棟、農地宅地11ha浸水

昭和58年9月 台風10号 1,674 m3/s(大門実績） 家屋浸水15棟、農地宅地14ha浸水

昭和60年6月 梅雨前線 1,210 m3/s(大門実績） 床下浸水9棟、農地宅地16ha浸水

平成16年10月 台風23号 3,396 m3/s(大門実績） 1,400世帯に避難勧告が発令（高岡市、射水市）

平成30年7月 台風7号 2,198 m3/s(大門実績） 一般被害なし

主要洪水一覧表

人的被害（人）

死者 行方不明者 負傷者

２０ 不明 ２４０

浸水被害

家屋（戸）
面積（ha）

流失 浸水

９４ ４，００９ ４，１６８

（左右岸数箇所で堤防破堤）

Ｈ16.10洪水
大門地点では、危険水位7.01mに対して、観測史上最大の水位7.68m（流量3,396m3/s）を記録した。
堤防や護岸に多大な被害があったほか、高岡市、新湊市（現射水市）、大門町（現 射水市）など
で1,400世帯、2,840人に避難勧告が出された。

Ｓ51.9洪水

Ｓ9.7洪水

人的被害（人）

死者 行方不明者 負傷者

０ ０ ０

浸水被害

家屋（戸）
面積（ha）

流失 浸水

８ ４２ １１

主な洪水被害

３，４００m3/s（小牧ダム放流量）

３，０００m3/s（大門地点：ダムなし流量）

１ 庄川流域の概要 (２）主要な災害
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庄川では、昭和42年、48年、53年、平成6年、19年などで渇水が生じている。
平成6年の渇水では、6月から降水量が減少し、７月には御母衣の総雨量が平年値の1/4程度となった。これに伴い、
上流の発電用ダムにおける貯水量の減少が進んだため、農業用水の自主的節水等（新聞記事では庄川用水合口
ダムで取水を20%削減）が行われた。

発生年 渇水被害の状況

昭和42年 県下の干ばつ、さらに拡大 用水不足面積約 120 ha

昭和48年 小牧ダム水位 10数m低下、庄川の減水で下流の諸用水が枯渇し、干ばつ被害が出た。

昭和53年 稲の枯死約 30 ha、野菜、飼料作物の水不足を含めると 5千haを上回る大規模な干ばつ

平成 6 年 20％の取水制限106日

平成19年 庄川水量低下により境川ダム湖水位20m 低下。ダム湖を利用する大学や企業のボート部の合宿キャンセル。

主な渇水

平成6年渇水で貯水率が10%を下回った御母衣ダム（H6.9.6）

渇水の状況

１ 庄川流域の概要 (２）主要な災害

－3－

庄川用水合口ダム地点では、許可された取水量の全量が取水できない日数が平成元年以
降毎年発生し、平成6 年の106 日をはじめ、平成13 年の 65 日、平成19 年の 56 日など、25 
年間で延べ762 日、平均 30 日/年程度あることが確認されている。

庄川用水合口ダム地点で許可された取水量の全量が取水できない日数

通常時の御母衣ダム



基礎地盤高 EL.327.0m

－4－

洪水調節：ダム地点において計画高水流量（770m3/s）に対し、500m3/sを調節し洪水流量を低減させ、庄川沿川地
域を洪水から守る。なお、洪水調節は自然調節方式で行う。
正常流量の確保（流水の正常な機能の維持）：下流の既得用水の補給等、流水の正常な機能の維持と増進を図る。
工業用水への供給：富山県に対し、工業用水として新たに１日最大8，640m3の取水を可能とする。

事業経緯

２ 事業の概要 (1)治水計画の概要

ダムの諸元

洪水調節図 貯水池容量配分

計画高水流量配分図

■流水の正常な機能の維持
庄川用水合口ダム下流地点における流水の正常な

機能を維持するため必要な流量は、通年で概8.4m3/s
であり、渇水により不足する水を利賀ダムより補給する。

年 事業経緯

平成元年５月 実施計画調査に着手、利賀ダム調査事務所開設

平成５年４月 建設事業に着手、利賀ダム工事事務所に改称

平成６年11月
基本計画告示

・総事業費 約900億円 、予定工期 平成20年度

平成15年９月 水没家屋全戸（３戸）生活再建地へ移転完了

平成19年７月 庄川水系河川整備基本方針策定

平成20年７月 庄川水系河川整備計画策定

平成21年３月
基本計画（一部）変更告示

・総事業費 約900億円 → 約1,150億円
・予定工期 平成20年度 → 令和4年度(平成34年度)

平成22年９月 国交大臣から利賀ダム事業の検証に係る検討の指示

平成22年11月
利賀ダム建設事業の関係地方公共団体からなる検討の場
を設立

平成28年８月 ダム事業の検証に関する対応方針を『継続』と決定



○「特定多目的ダム法」の基本計画とは

利賀ダム建設事業では、平成６年度に基本計画（当初）を策定し、平成２０年度に1回変更(現計画)を実施。

○利賀ダム建設事業に係る基本計画の策定・変更の経緯

「特定多目的ダム法の第4条」

第4条 国土交通大臣は、多目的ダムを新築しようとするときは、その建設に関する基本計画（以下「基本計画」という。）を作成しなければならない。
2 基本計画には、新築しようとする多目的ダムに関し、次に掲げる事項を定めなければならない。

一 建設の目的
二 位置及び名称
三 規模及び形式
四 貯留量、取水量及び放流量並びに貯留量の用途別配分に関する事項
五 ダム使用権の設定予定者
六 建設に要する費用及びその負担に関する事項
七 工期
八 その他建設に関する基本的事項

４ 国土交通大臣は、基本計画を作成し、変更し、又は廃止しようとするときは、あらかじめ、関係行政機関の長に協議するとともに、関係都道府県
知事及び基本計画に定められるべき、又は定められたダム使用権の設定予定者の意見をきかなければならない。この場合において、関係都道府
県知事は、意見を述べようとするときは、当該都道府県の議会の議決を経なければならない。

当初 第1回変更

平成6年11月22日 平成21年3月11日

形　式 重力式コンクリートダム 変更なし

堤　高 110.0m 112.0m

総貯水容量 31,100千m3 変更なし

H元～H20 H元～R4

河川　　　　99.34％
工業用水　　0.66％

変更なし

約　900億円 約　1,150億円総事業費

諸
　
元

策定（変更）日

工　期

建設負担率

２ 事業の概要 (2)利賀ダム建設事業の基本計画(第２回)変更（案）

利賀ダム建設事業は基本計画について変更(第２回)予定である。事業再評価は利賀ダム建設事業の基本計画(第２

回)変更（案）をもって実施する。

－5－



平成２２年度から、ダム事業の検証対象ダムとして、「ダム事業の検証に係る検討に関する再評価実施要

領細目」に基づき、点検を実施し、平成２８年８月に事業継続との対応方針が示された。

ダム検証時（H28.8）の点検結果

総事業費 約1,276億円

工期 工事用道路(転流工進入路)着工から事業完了までに13年程度を要す

る見込み。この他、入札契約に必要な期間が必要。

このため、今後ダム完成までに必要な基本計画（総事業費、工期）の見直しを行うものである。

○基本計画変更の内容

建設に要する費用の変更

ダム本体座取り確定、地質情報の充実の反映等により事業費の見直しが必要になったもの。

総事業費 ： 現計画(H21.3) 1,150億円 → 変更案 1,640億円

工期の変更

令和元年度には、転流工進入路となる河床進入トンネル工事に現地着手したことで、事業工期を確定す

ることができたため、見直しするもの。

工 期 ： 現計画(H21.3) 令和4年度 → 変更案 令和13年度

－6－

２ 事業の概要 (2)利賀ダム建設事業の基本計画(第２回)変更（案）



変更計画については、令和元年度以降の残事業の数量や内容について、平成30年度迄の実施内容や計画

内容の変更について平成30年度単価を考慮して算出を行ったものである。

変更内容
ダム検証時

（H28.8) 変更計画

物価変動
現計画算定当時からの物価変動による物価増
を算出。

+85.5億円 +145.7億円

消費税 消費税改正による消費税増分を算出。 +21.9億円 +38.9億円

週休2日
工事現場の完全週休2日制の導入に伴う現場
管理費等の増加費用を算出。

－ +18.8億円

工期延期 工期延期に伴う増加費用を算出。 +28.0億円 +36.3億円

計画内容の変更

現場条件等の変更や地質調査の充実に伴う地
すべり対策等の変更、異常洪水対応のための
ゲート設備の追加費用等について算出。

なお、骨材転用等によるコスト縮減も踏まえて
費用を算出。

-9.7億円 +250.3億円

合計 +125.7億円 +490.0億円

－7－

２ 事業の概要 (2)利賀ダム建設事業の基本計画(第２回)変更（案）



（１）ダム本体座取り確定による変更 【約35億円減】

ダム軸の確定により堤体断面の縮減が可能となり、地山掘削範囲の縮小、本体コンクリート量が縮減した。

（２）ダム周辺地すべり等の詳細調査実施による変更 【約248億円増】

現計画では、地すべり４地区及び右岸地盤変動域の対策費を算出。

ダム検証では、指針(案)の改訂等に基づき検討した結果より、地すべり７地区及び右岸地盤変動域につ

いて対策費を算出。

変更計画では、高品質ボーリング等による詳細な地質情報を取得し解析した結果も踏まえ検討した結果、

地すべり４地区及び右岸地盤変動域の対策費を算出した。

地すべり等対策箇所

計画内容の変更の主な内容

対策を見込む地区数

現計画 地すべり４地区＋右岸地盤変動域
（地すべり：押場、北豆谷、大豆谷、左岸下流）

ダム検証時
地すべり７地区＋右岸地盤変動域

（地すべり：押場、北豆谷、大豆谷、葛山、東山、
利賀、岩渕）

変更計画
（今回）

地すべり４地区＋右岸地盤変動域
（地すべり：押場、北豆谷、大豆谷、岩渕）

ダム本体上流面図 ダム本体上流面図

堤
高

11
2.

0m

堤頂長 247.0m

地山掘削範囲の縮小により、本体コンクリート量も縮減

54万m3 49.3万m3

現 計 画 変更 計画

－8－

２ 事業の概要 (2)利賀ダム建設事業の基本計画(第２回)変更（案）



地盤変動域・地すべり対策工の総括表（対比表）

地区

地すべり対策工等

現計画 H28ダム検証 変更計画

対策工諸元
概算

事業費
（億円）

対策工諸元
概算

事業費
（億円）

対策工諸元
概算

事業費
（億円）

変更点

右
岸

右岸
地盤

変動域
●アンカー工：864本 約41.5 ●トンネル式抑止工：23本 約60.0

●排土工：1,090千m3

●アンカー工：378本
●深礎杭工：16本（φ6.0m～7.0m）

約162.0
対策範囲（増）

対策内容

押場
地区

●排土工：1,650千m3

●杭工：40本
約77.8

●工事用通路：470m
●深礎杭工：57本（φ4.5m～5,5m）
●仮設工（桟橋工）：800m

約69.2

●工事用通路：3,160m
●深礎杭工：73本（φ4,5m）
●仮設工（桟橋工）：1,100m
●排土工：500千m3

●排水トンネル：900m

約195.8
対策範囲（増）

対策内容

北豆谷
地区

●集井工：60本
●押さえ盛土工：62千m3 約6.4

●排土工：約70千m3

●アンカー工：200本
約10.5

●工事用通路：430m
●排土工：132千m3 約14.4

対策範囲（増）
対策内容

大豆谷
地区

●押さえ盛土工：28千m3

●アンカー工：272本
約6.5 ●アンカー工：207本 約4.0 ●アンカー工：186本 約3.3

計画安全率（低）
対策内容

東山
地区

対策なし －
●アンカー工：207本
●法面保護工：4千m2 約3.4 対策なし －

利賀
地区

対策なし －
●押さえ盛土工：約210千m3

●護岸工（異形ブロック）：18千m2

●堤脚保護（異形ブロック）:262個
約3.8 対策なし －

岩淵
地区

対策なし －
●押さえ盛土工：約70千m3

●護岸工（異形ブロック）：10千m2

●堤脚保護（異形ブロック）:262個
約2.2

●押さえ盛土工：約186千m3

●付替河川：400m
約7.2

基準変更で追加
対策範囲（増）

対策内容

左
岸

葛山
地区

対策なし － ●アンカー工：231本 約4.1 対策なし －

左岸
下流
地区

●アンカー工：175本 約2.3 対策なし － 対策なし －

合 計
地盤変動域：約41.5億円

地すべり：約93.0億円
地盤変動域＋地すべり：約134.5億円

地盤変動域：約60.0億円
地すべり：約97.2億円

地盤変動域＋地すべり：約157.2億円

地盤変動域：162.0億円
地すべり：約220.7億円

地盤変動域＋地すべり：約382.7億円

注１：上表の金額に、物価変動、工期延期、消費税率改定、週休2日制導入に伴う増分は含まれていない。

計画内容の変更の主な内容
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２ 事業の概要 (2)利賀ダム建設事業の基本計画(第２回)変更（案）



（３）ダムの洪水調節機能強化に向けた施設整備のため変更 【約28億円増】

現計画の利賀ダムの洪水調節方式は、洪水時にゲート操作を

伴わない自然調節方式である。

近年頻発している異常洪水への対応を可能とするため、利賀ダ

ムを最大限有効活用するための設備として、洪水吐設備のゲート

化、低位放流設備について追加した。

（４）コスト縮減 【約24億円減】

①トンネル掘削ズリ等のダム本体骨材への活用による変更（コスト縮減：約13億円減）

本体コンクリートで必要な骨材について、利賀トンネル3工区の施工実績より骨材転用率を見直した結果、

工事用道路等で発生する掘削ズリにおいてダム本体必要骨材量が全量確保できることが確認された。

トンネル掘削ズリを骨材として転用することで、原石山の掘削を行う必要が無くなりコスト縮減が可能と

なった。

利賀トンネル3工区 発破掘削状況利賀トンネル3工区 骨材仮置き状況

計画内容の変更の主な内容

－10－

２ 事業の概要 (2)利賀ダム建設事業の基本計画(第２回)変更（案）



選択取水設備 （他ダム事例）

現 計 画

ダム上流面図 取水断面図(上部、底部)

変更計画

②環境影響評価結果に基づく取水設備の変更（コスト縮減：約11億円減）

現計画策定以降の現地観測データの蓄積及びシミュレーション精度の向上により、ダム建設後の水環境

への影響を詳細に検討した結果、放流水が環境へ及ぼす影響が大きくない事が確認された。

そのため、選択取水設備については多段式ではなく、取水口を２箇所に限定することで、取水設備の簡素

化を行うことでコスト縮減を行った。

上部取水(1
条)

底部取水（1条）

計画内容の変更の主な内容
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２ 事業の概要 (2)利賀ダム建設事業の基本計画(第２回)変更（案）



H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９ Ｒ１０ Ｒ１１ Ｒ１２ Ｒ１３

転流工

ダム本体基礎掘削

ダム本体堤体工

転流工閉塞工

ダム本体基礎処理

１～４工区

転流工進入路

貯水池斜面対策（工事用道路含む）

付替道路

一般補償・特殊補償

ダ
ム
本
体
の
工
事

工
事
用
道
路

補償

試験湛水

現計画工程 見直し工程

ダム検証期間

転流工進入路着手から１３年

注１）今後の施工に当たっては、さらなるコスト縮減や工期短縮に対して最大限の努力をすることとしている。
注２）今後実施する調査設計や協議、予算の制約や入札手続き等によっては、見込みどおりとならない場合がある。
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２ 事業の概要 (2)利賀ダム建設事業の基本計画(第２回)変更（案）

工期の変更



実際の施工にあたっては、新技術の活用などにより、更なるコスト縮減に最大限の努力

をする。

今後も、実際の施工時における地質変更等による施工費の変更や物価変動により事業

費が変動する可能性がある。

ダム本体施工時や地すべり対策施工時に事業費の増減について確認し、総事業費への

影響の把握に努める。

－13－

２ 事業の概要 (2)利賀ダム建設事業の基本計画(第２回)変更（案）

今後の事業進捗における留意事項



２ 事業の概要 (３)事業概要

事業名 利賀ダム建設事業

実施箇所 富山県南砺市

事業諸元 重力式コンクリートダム 堤高112.0m  堤頂長247.0m 総貯水量 31,100千m3 有効貯水量 26,400千m3

事業期間 平成元年度実施計画調査着手/平成5年度建設事業着手/令和13年度完成予定

総事業費 約1,640億円 執行済額
（令和２年度末予定）

約 560億円 残事業費 約 1,080億円

目的・必要性

＜解決すべき課題・背景＞

・庄川は、庄川用水合口ダム付近を扇頂とする扇状地で河床勾配約1/200の急流河川を形成し、富山県内一の穀倉地帯である砺波

平野及び射水平野、富山県第2の都市である高岡市街地を貫流する。このため、庄川が氾濫した場合は、拡散型の氾濫形態とな

り、広範囲に甚大な被害が及ぶ。

・昭和9年7月洪水では、複数地点で堤防が決壊、平成16年10月台風23号による洪水では、観測史上最高の水位を記録し、堤防や

護岸に多大な被害が発生したほか、高岡市、射水市で1,400世帯、2,840人に避難勧告が発令された。

・庄川における至近の渇水となった平成6年渇水では、6月から8月にかけて降水量が平年に比べて大幅に少なくなり、上流の発電

用ダムの貯水量も低下した。

＜達成すべき目標＞

・洪水調節、流水の正常な機能の維持、工業用水道

－14－



３ 前回評価からの進捗状況

建設事業着手以降、事業に必要な用地のうち６９％が取得済み、家屋移転も１００％が完了している。

ダム本体建設に必要となる工事用道路は全体延長１１．７ｋｍのうち６７％が着手済みである。

令和元年度より河床進入路及び利賀トンネル（河床進入）を含む転流工進入路関連工事に着手している。

－15－

事業の進捗状況

長崎

国道471号

L=4.95km

利賀川

草嶺

押谷トンネル

下村

市道下村線

押場

関西電力
利賀(豆谷)ダム

北豆谷
大豆谷

新楢尾
トンネル

南砺市利賀行政センター

上村

岩淵

2工区 L=2.7km 3工区 L=1.4km 4工区 L=1.9km

5工区 L=1.4km

工事用道路（国道471号利賀バイパス合併施工）L=9.2km

喜三郎谷
残土置き場

1工区 L=3.2km

オムサンタ
残土仮置き場

利賀ダム

シクルビ谷橋
L=0.1km

利賀トンネル
（1・2工区）

パイロット道路

河床進入トンネル

利賀トンネル
（河床進入）

凡 例

令和元年度までに
着手済(完成含む)

令和２年度以降

①

③

①

利賀大橋

庄川
③

②

➃

➃② 河床進入トンネル施工状況

利賀ダム建設事業の進捗状況



想定氾濫区域の設定

想定被害額の算出

年平均被害軽減期待額

総便益（B）の算出

総便益（B）●氾濫計算
計画規模の洪水及び発生確率が異なる数洪水を
選定して氾濫シミュレーションを実施し、想定氾濫区
域を求める（庄川は、発生確率１／１０、１／３０、１
／５０、１／８０、１／１００、１／１５０で実施）

氾濫シミュレーション結果に基づき、流量規模別の
想定被害額を算出

●直接被害
・一般資産被害
（家屋、家庭用品、事業所資産等）
・農作物被害
・公共土木施設被害

●間接被害
・営業停止損失
・家庭における応急対策費用
・事業所における応急対策費用

●被害軽減額
事業を実施しない場合と実施した場合の差分

●年平均被害軽減期待額
流量規模別の被害軽減額にその洪水の生起確率
を乗じて、計画対象規模（１／１５０）まで累計する
ことにより算出

事業期間に加え、事業完了後５０年間を評価対象
期間として、年平均被害軽減期待額に残存価値を
加えて総便益（Ｂ）とする。

総費用（C）の算出

総費用（C）

費用対効果（B/C）の算出 ※便益、費用は年4％の割引率で割り引いて現在価値化しています。
※四捨五入しているため、合計値が合わない場合があります。

総事業費（建設費）の算出

維持管理費の算出

事業着手時点から治水施設完成までの総事業
費を算出
■全体事業

総事業費＝ １，７６４億円
■残事業

総事業費＝ ７６３億円

残存価値の算出

事業着手時点から治水施設完成後、評価期間
（５０年間）の維持管理費を求める。
（堤防の除草等の維持管理費、定期点検費用）
■全体事業

維持管理費＝ ６１億円
■残事業

維持管理費＝ ６１億円

●残存価値
構造物以外の堤防及び低水路と護岸等の構造物、
用地についてそれぞれ残存価値を算出

■全体事業
総費用（Ｃ）＝ 総事業費＋維持管理費

＝ １，８２５億円
■残事業

総費用（Ｃ）＝ 総事業費＋維持管理費
＝ ８２４億円

＋

＝＋

＝

４ 事業の投資効果 （１）費用対効果分析 ①算出の流れ、方法

総便益（B）は、評価対象期間における年便益の総和及び評価対象期間終了時点における残存価値を加算し算定。

総費用（C）は、事業着手時点から整備が完了に至るまでの総建設費と評価対象期間内での維持管理費を加算し算

定。
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※総便益にはこのほか不特定便益を含みます。不特定便益とは、
流水の正常な機能の維持に関する便益であり、流水の正常な機
能の維持に関して利賀ダムと同じ機能を有するダムを代替施設と
し、代替法を用いて計上しています。



分類 効果（被害）の内容

直
接
被
害

一
般
資
産
被
害

家屋 浸水による家屋の被害

家庭用品 家財・自転車の浸水被害、ただし、美術品や貴金属等は算定しない

事業所償却資産 事業所固定資産のうち、土地・建物を除いた償却資産の浸水被害

事業所在庫資産 事業所在庫品の浸水被害

農漁家償却資産 農漁業生産に係わる農漁家の固定資産のうち、土地・建物を除いた償却資産

農漁家在庫資産 農漁家の在庫品の浸水被害

農作物被害 浸水による農作物の被害

公共土木施設等被害
道路、橋梁、下水道、都市、
施設、電力、ガス、水道、鉄道、
電話、農地、農業用施設等

公共土木施設、公益事業施設、農地、水路等の農業用施設等の浸水被害

間
接
被
害

稼働被害
抑止効果

営業停止被害

事業所 浸水した事業所の生産停止・停滞（生産高の減少）

公共・公益サービス 公共・公益サービスの停止・停滞

事後的被害
抑止効果

応急対策費用

家計 浸水世帯の清掃等の事後活動、飲料水等の代替品購入に伴う新たな出費等の被害

事業所 家計と同様の被害

国・地方公共団体 水害廃棄物の処理費用

・用いる資産データ ：平成２７年度国勢調査、平成２６年度経済センサス、平成２６年度国土数値情報、平成２２年度（財）日本建設情報総合センター

治水事業の主な効果

－17－

４ 事業の投資効果 （１）費用対効果分析 ②被害額の算出方法

洪水氾濫による直接的・間接的な被害のうち、現段階で経済的に評価可能な被害の防止効果を便益として評価。



●ダム建設事業に関する総便益（Ｂ）

●算定結果（費用便益比）

ダム建設事業に係わる建設費及び維持管理費を計上

※ 社会的割引率（年4%）及びデフレーターを用いて現在価値化を行い費用を算定 ※ 表示桁数の関係で費用対効果算定資料と一致しない場合がある

●ダム建設事業に関する総費用（Ｃ）

便益の現在価値化の合計＋残存価値
Ｂ／Ｃ ＝

建設費の現在価値化の合計＋維持管理費の現在価値化の合計

●感度分析
項目

事業費 工期 資産

+10% -10% +10% -10% +10% -10%

費用対便益 1.2 1.2 1.2 1.2 1.2 1.1

＝１．２（全体事業）、１．８（残事業）

全体事業に対する総便益(Ｂ) 

①被害軽減効果 934億円

②不特定便益 1,192億円

③残存価値 14億円

④総便益(①+②+③) 2,140億円

全体事業に対する総費用(Ｃ) 

⑤建設費 1,764億円

⑥維持管理費 61億円

⑦総費用(⑤+⑥) 1,825億円

残事業に対する総便益(Ｂ) 

①被害軽減効果 934億円

②不特定便益 509億円

③残存価値 37億円

④総便益(①+②+③) 1,480億円

残事業に対する総費用(Ｃ) 

⑤建設費 763億円

⑥維持管理費 61億円

⑦総費用(⑤+⑥) 824億円

（全体事業）

４ 事業の投資効果 （１）費用対効果分析 ③費用対効果の算定

利賀ダム建設の全体事業の総便益は2,140億円、総費用は1,825億円、Ｂ／Ｃは1.2。

残事業の総便益は1,480億円、総費用は824億円、Ｂ／Ｃは1.8。
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４ 事業の投資効果 （２）氾濫シミュレーション結果 整備計画事業による投資効果

－19－

被害状況 被害状況

被害総額（億円） 0
被災人口（人） 0
床下浸水戸数 0
床上浸水戸数 0
浸水面積（km2） 0

河川整備計画における河道の整備状況下で、利賀ダムの建設により、平成16年10月洪水と同規模の洪水を流下さ

せた場合の想定氾濫被害が全て解消される。

494984949498

北陸新幹線

あいの風とやま鉄道

北陸自動車道

494984949498

北陸新幹線

あいの風とやま鉄道

北陸自動車道

①事業を実施しなかった場合（利賀ダムなし）
【河川整備計画完了時点（令和19年度末時点）】

②事業を実施した場合（利賀ダムあり）
【河川整備計画完了時点（令和19年度末時点）】

平成１６年１０月洪水と同規模の洪水を流下させた場合における想定氾濫区域図

被害総額（億円） 4,531
被災人口（人） 38,085
床下浸水戸数 3,456
床上浸水戸数 11,088
浸水面積（km2） 20

＜雄神地点：4,200m3/s＞ ＜雄神地点：4,000m3/s＞
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４ 事業の投資効果 （３）貨幣換算できない人的被害等の算定（試行）

貨幣換算できない災害時要配慮者数、最大孤立者数、電力停止による影響人口の変化について算定。

事業実施による効果発現時点において、平成16年10月洪水と同規模の洪水を想定した場合、事業を実施しない場

合、庄川流域では、災害時要援護者数が約15,000人、最大孤立者数が約15,000人（避難率40%）、電力停止による影

響人口が約3７,000人と想定されるが、事業を実施した場合、すべて解消される。

各指標の対象及び算定条件

浸水区域内人口の災害時要援護者数 最大孤立者数（避難率40%） 電力の停止による影響人口

指標 災害時要配慮者数 最大孤立者数 電力停止による影響人口

対象
浸水深0cmを上回る浸水区域に居住す
る人口

浸水深30cm以上に居住する災害時要配慮者
浸水深50cm以上に居住する災害時要配慮者以外

浸水により停電が発生する住居等の居住者

算定
条件

高齢者（65歳以上）、障がい 者、乳幼児
（7歳未満）、妊婦等人口を算出

氾濫発生時における時系列孤立者数の最大値を
算出
避難率は0％、40％、80％の3パターン

浸水深70cmでコンセントが浸水し、屋内配線が
停電する
浸水深100cm以上で9割の集合住宅等において
棟全体が停電する
残り1割の集合住宅等については、浸水深340cm
以上の浸水深に応じて、階数毎に停電が発生
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５ 事業を巡る社会情勢等 （１）地域の開発状況

庄川流域の関係市町村における総人口は横ばい傾向にあり、沿川の状況に大きな変化はない。
庄川流域の水田・畑面積は経年的に減少傾向にあるが、近年は横ばい傾向となっている。
日本海側の産業基盤となる主要交通網として、あいの風とやま鉄道、北陸自動車道、東海北陸自動車道、能越自動
車道、一般国道8号が通過している。また、北陸新幹線や高岡砺波スマートＩＣの開通により、今後の更なる地域開発
が期待されている。

－21－
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［進展する高速交通網］

庄川流域の関係市町村における水田・畑面積の推移（出典：岐阜県HP、富山県HP）

［人口世帯数、水田畑面積の変化］
• 総 人 口 H22 300,436人 → H27 295,207人 （- 1.7%）
• 総世帯数 H22 101,038世帯 → H27 104,577世帯 （+  3.5%）
• 水田面積 H22 40,196ha → H27 39,618ha （- 1.4%）
• 畑 面 積 H22 6,156ha → H27 6,068ha （- 1.4%）

庄川沿川の高岡・射水地域は、国際拠点港湾・日本海側拠点港等に指定され
ている伏木富山港を有し、環日本海地域への交流のゲートウエイを担う地域で
あり、人、経済、文化等の幅広い交流・流通拠点として発展が見込まれている。
さらに、北陸自動車道のほか、東海北陸自動車道、能越自動車道が交差する

拠点にあり、平成27年3月に開通した北陸新幹線を含めて高速交通ネットワー
クが形成されている。
また、高岡砺波スマートＩＣの開通により、高速交通ネットワークへのアク

セス性が向上し、庄川沿川における企業立地の促進や新たな産業団地の整備が
予定されるなど、今後の更なる地域開発が期待されている。

出典：高岡市HP
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（出典：岐阜県HP、富山県HP）

あいの風とやま鉄道

［水田・畑面積の推移］

［高岡砺波スマートＩＣの位置図］

［庄川左岸側の状況］



５ 事業を巡る社会情勢等 （２）地域の協力体制、関連事業との整合

－22－ 砺波地域の工業団地

地域の協力体制

・庄川流域・洪水氾濫区域の自治体等で構成される利賀ダム建設促進期成同盟会（平成元年10月23日設立）は令和元年8月の総会に

おいて、「速やかな本体着工を強力に推進すること、工事用道路と一般国道４７１号利賀バイパスとの合併施行による整備を強力に推

進すること、河川環境の保全と親水機能の整備を強力に推進すること。」について関係機関に強く要望するよう決議がなされた。

■ 水没地域の状況

・家屋補償 100%完了（全体3世帯のうち3世帯）

・用地補償 69%完了（個人所有地全体136haのうち令和2年度末94ha完了）

関連事業との整合

平成10年3月に建設省（現国土交通省）と富山県において、「利賀ダム工事

用道路と一般国道471号利賀バイパスの合併施工に関する基本協定」を締

結し、平成30年に一部供用開始しており、現在も事業は継続中である。

一般国道４７１号利賀バイパス

砺波市が誘致している東般若工業団地には、現在、飲料水製造工

場等が立地している。飲料水製造工場へは、平成16年度より富山

県営利賀川工業用水道事業によって、利賀ダム完成までの暫定水

利として境川ダムからの工業用水の給水が行われている。また、工

業用水として利賀ダム建設事業に参画している富山県に対して、平

成20年3月に基本計画変更について意見聴取した際、参画内容に

変更が無い旨確認し、それ以降も変更の申し出はない。なお、ダム

事業の検証に係る検討においては、参画継続の意思があるか等に

ついて確認することになっており、平成28年3月に参画継続の意思

があることを確認している。

新規水開発

一般国道471号（現道）

利賀大橋

一般供用済区間

利賀大橋

庄川



事業の必要性等に関する視点

６ 事業の必要性、進捗の見込み等
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【事業を巡る社会経済情勢等の変化】

・庄川流域の関係市町村における総人口は横ばい傾向にあり、沿川の状況に大きな変化はない。

・庄川流域の水田・畑面積は経年的に減少傾向にあるが、近年は横ばい傾向となっている。

・日本海側の産業基盤となる主要交通網として、あいの風とやま鉄道、北陸自動車道、東海北陸自動車道、能越自動車道、一

般国道8号が通過している。また、北陸新幹線および高岡砺波スマートＩＣの開通により、今後の更なる地域開発が期待さ

れている。

・平成10年3月に建設省（現国土交通省）と富山県において、「利賀ダム工事用道路と一般国道471号利賀バイパスの合併施工

に関する基本協定」を締結し、平成30年に一部供用開始しており、現在も事業は継続中である。

・工業用水として利賀ダム建設事業に参画している富山県に対して、平成20年3月に基本計画変更について意見聴取した際、

参画内容に変更が無い旨確認し、それ以降も変更の申し出はない。なお、ダム事業の検証に係る検討においては、参画継続

の意思があるか等について確認することになっており、平成28年3月に参画継続の意思があることを確認している。

【事業の投資効果】

・河川整備計画における河道の整備状況下で、利賀ダムの建設により、平成16年10月洪水と同規模の洪水（雄神地点：

4,200m³/s）を流下させた場合の想定氾濫被害が全て解消される。

【事業の進捗状況】

・平成5年に利賀ダム建設事業に着手。平成6年に基本計画を告示し、平成21年に基本計画（第１回）変更告示、令和２年度に

基本計画（第２回）変更予定

・建設事業着手以降、事業に必要な用地のうち69％が取得済み、家屋移転も100％が完了している。

・ダム本体建設に必要となる工事用道路は全体延長11.7ｋｍのうち67％が着手済みである。

・令和元年度より河床進入路及び利賀トンネル（河床進入）を含む転流工進入路関連工事に着手している。

おがみ



• 「ダム事業の検証に係る検討に関する再評価実施要領細目」に基づき、代替の比較検討を含め、検証に係る検討を行い、

ダム事業の検証に関する対応方針を「継続」決定している。今回の利賀ダムの総事業費の変更を考慮しても、現計画（利

賀ダム案）と代替案とのコスト面での優劣に変化はない。

• 予定している利賀ダム基本計画（第２回）変更において、トンネル等掘削ズリのダム本体骨材への転用や選択取水設備の

簡素化などコスト縮減を図っている。

• 第７回利賀ダム建設事業監理委員会では事業監理の観点から利賀ダム基本計画（第２回）変更内容について妥当であると

提言を頂いている。今後も工法の工夫や新技術の積極的な採用等より一層コスト縮減に努めるとともに、利賀ダム建設事

業監理委員会に諮りながら適切に事業進捗、事業監理を行って行く。

コスト縮減や代替案立案等の可能性の視点

６ 事業の必要性、進捗の見込み等
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関係する地方公共団体等の意見

事業継続に同意する。

1 沿川住民の生命と財産や地域の安全を守るため、計画的かつ一日も早い完成を図ること

2 事業執行の効率化やコスト縮減をより一層進め、総事業費の抑制に最大減努めること

・庄川では、流下能力の向上と急流河川特有の強大な洪水のエネルギーに対する堤防の安全確保のため、堤防整備、急流河川

対策を重点的に実施しているが、未だ治水上対応しなければならない箇所がある。

・ダム事業の進捗に対する地元からの強い要望もあり、今後も引き続き計画的に事業の進捗を図ることとしている。

・令和元年度に転流工進入路となる河床進入トンネル工事に着手したことで、事業工期を確定することができたため、工期を

現計画の令和４年度から令和１３年度に見直した。また、第７回利賀ダム建設事業監理委員会では事業進捗の観点から利賀

ダム基本計画（第２回）変更内容について妥当であると提言を頂いている。

事業の進捗の見込みの視点



７ 対応方針（原案）
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対応方針(原案)：事業継続

・当該事業は、現時点においても、その必要性、重要性は変わっておらず、事業進捗の見込みからも、引き続き事業を継続す

ることが妥当であると考える。


